
俸給表

府省名 行(一) 行(二)
専門
行政

税務 公(一) 公(二) 海(一) 海(二) 教(一) 教(二) 研究 医(一) 医(二) 医(三) 福祉 指定 計

人 事 院 9 9 9

内 閣 府 852 6 2 860 1 861

国 家 公 安 委 員 会 66 13 79 79

総 務 省 53 1 54 54

法 務 省 141 1 226 223 4 4 6 605 24 629

出入国在留管理庁 160 27 187 187

公 安 調 査 庁 28 28 28

財 務 省 317 1 13 1 1 333 333

国 税 庁 2 3 574 1 580 1 581

厚 生 労 働 省 310 125 10 19 31 175 8 678 678

農 林 水 産 省 10 59 69 69

林 野 庁 18 18 18

水 産 庁 6 6 6

経 済 産 業 省 8 8 8

特 許 庁 1 1 1

国 土 交 通 省 106 311 417 417

気 象 庁 227 227 227

海 上 保 安 庁 141 1 1,616 1 1,759 1,759

環 境 省 27 27 27

独 立 行 政 法 人
駐 留 軍 等 労 働 者
労 務 管 理 機 構

67 67

合 計 2,454 132 386 574 266 1,867 13 23 35 183 8 4 5,945 2 67 24 6,038

構 成 比 ( ％ ) 41.3 2.2 6.5 9.7 4.5 31.4 0.2 0.4 0.6 3.1 0.1 0.1 100.0

※　「令和３年度一般職の国家公務員の任用状況調査（令和4年１月15日現在）」による。ただし、駐留軍等労働者労務管理機構の職員数は沖縄事務所調べ。

１　沖縄事務所管内における一般職国家公務員の在職状況
（単位：人）

給　　　与　　　法　　　適　　　用　　　職　　　員
任期付
職員

行政
執行
法人

検察官 合 計
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勧告年月日 内　　　　　容 実施年月日 内　　　　　容

昭和
３５．　８．　８ １２．４％引上げ

昭和
３５．１０．　１ （一部手直しのほか勧告どおり）

３６．　８．　８ 　７．３％　〃 ３６．１０．　１ 勧告どおり

３７．　８．１０ 　９．３％　〃 ３７．１０．　１ （一部手直しのほか勧告どおり）

３８．　８．１０ 　７．５％　〃 ３８．１０．　１ 勧告どおり

３９．　８．１２ 　８．５％　〃 ３９．　９．　１ 　　〃

４０．　８．１３ 　７．２％　〃 ４０．　９．　１ 　　〃

４１．　８．１２ 　６．９％　〃 ４１．　９．　１ 　　〃

４２．　８．１５ 　７．９％　〃 ４２．　８．　１ 　　〃(ただし、都市手当を調整手当とする)

４３．　８．１６ 　８．０％　〃 ４３．　７．　１ 　　〃

４４．　８．１５ １０．２％　〃 ４４．　６．　１ 　　〃

４５．　８．１４ １２．６７％〃 ４５．　５．　１ 　　〃

４６．　８．１３ １１．７４％〃 ４６．　５．　１ 　　〃

４７．　８．１５ １０．６８％〃 ４７．　４．　１ 　　〃

４８．　８．　９ １５．３９％〃 ４８．　４．　１ 　　〃

４９．　７．２６ １８．６２％〃 ４９．　４．　１ 　　〃

(49.5.30 １０％引上げの暫定支給措置あり)

５０．　８．１３ １０．８５％引上げ ５０．　４．　１ 　　〃

５１．　８．１０ 　６．９４％　〃 ５１．　４．　１ 　　〃

５２．　８．　９ 　６．９２％　〃 ５２．　４．　１ 　　〃

５３．　８．１１ 　３．８４％　〃 ５３．　４．　１ 　　〃

５４．　８．１０ 　３．７０％　〃 ５４．　４．　１ 　　〃

(指定職は 54.10.1)

５５．　８．　８ 　４．６１％　〃 ５５．　４．　１ 　　〃

(指定職は 55.10.1)

５６．　８．　７ 　５．２３％　〃 ５６．　４．　１ 　　〃(一部手直しのほか勧告どおり)

(指定職は 57.4.1)

５７．　８．　６ 　４．５８％　〃 　　　 － 　－

５８．　８．　５ 　６．４７％　〃 ５８．　４．　１ 修正実施(2.03%)

５９．　８．１０ 　６．４４％　〃 ５９．　４．　１ 　 〃 　(3.37%)

６０．　８．　７ 　５．７４％　〃 ６０．　７．　１ 勧告どおり

６１．　８．１２ 　２．３１％　〃 ６１．　４．　１ 　　〃

６２．　８．　６ 　１．４７％　〃 ６２．　４．　１ 　　〃

６３．　８．　４ 　２．３５％　〃 ６３．　４．　１ 　　〃
平成
　元．　８．　４ 　３．１１％　〃

平成
　元．　４．　１ 　　〃

　２．　８．　７ 　３．６７％　〃 　２．　４．　１ 　　〃

　３．　８．　７ 　３．７１％　〃 　３．　４．　１ 　　〃

　４．　８．　７ 　２．８７％　〃 　４．　４．　１ 　　〃

　５．　８．　３ 　１．９２％　〃 　５．　４．　１ 　　〃

　６．　８．　２ 　１．１８％　〃 　６．　４．　１ 　　〃

　７．　８．　１ 　０．９０％　〃 　７．　４．　１ 　　〃

　８．　８．　１ 　０．９５％　〃 　８．　４．　１ 　　〃

　９．　８．　４ 　１．０２％　〃 　９．　４．　１ 　　〃

(指定職は 10.4.1)

１０．　８．１２ 　０．７６％　〃 １０．　４．　１ 　　〃

１１．　８．１１ 　０．２８％　〃 １１．　４．　１ 　　〃

１２．　８．１５ 　０．１２％（俸給表の改定見送り） １２．　４．　１ 　　〃

１３．　８．　８ 　０．０８％( 〃 、暫定的な一時金の支給) １３．　４．　１ 　　〃

１４．　８．　８ 　２．０３％引下げ １４．１２．　１ 　　〃

１５．　８．　８ 　１．０７％引下げ １５．１１．　１ 　　〃

１６．　８．　６ 　改定なし（官民較差は０．０１％） １６．１０．２８ 　　〃

１７．　８．１５ 　０．３６％引き下げ １７．１２．　１ 　　〃

１８．　８．　８ 　水準改定の勧告なし(官民較差は０.００％) － 　　－

１９．　８．　８ 　０．３５％引き上げ １９．　４．　１ 勧告どおり（指定職は実施見送り）

２０．　８．１１ 　水準改定の勧告なし(官民較差は０.０４％) － 　　－

２１．　８．１１ 　０．２２％引き下げ ２１．１２．　１ 勧告どおり

２２．　８．１０ 　０．１９％引き下げ ２２．１２．　１ 　　〃

２３．　９．３０ 　０．２３％引き下げ ２４．　３．　１ （一部手直しのほか勧告どおり）

２４．　８．　８ 　水準改定の勧告なし(官民較差は０.０７％) － 　　－

２５．　８．　８ 　給与等に関する報告(勧告なし：官民較差は０.０２％) － 　　－

２６．　８．　７   ０．２７％引き上げ  ２６．  ４．  １ 勧告どおり

２７．　８．　６   ０．３６％引き上げ  ２７．  ４．  １ 　　〃

２８．　８．　８   ０．１７％引き上げ  ２８．  ４．  １ 　　〃

２９．　８．　８   ０．１５％引き上げ  ２９．  ４．  １ 　　〃

３０．　８．１０   ０．１６％引き上げ  ３０．  ４．  １ 　　〃

令和
　元．　８．　７   ０．０９％引き上げ

 ３１．  ４．  １
　　〃

　２．１０．　７

　２．１０．２８

　３．　８．１０ 　水準改定の勧告なし(官民較差は０.００％) － 　　－

　４．　８．　８ 　初任給及び若年層の俸給月額を引上げ(官民較差は０.２３％)  　４．  ４．  １ 勧告どおり

人　事　院　勧　告 国　　会　　決　　定

３　人事院の給与勧告と実施状況の概要

令和
　２．１１．３０

　水準改定の勧告なし(官民較差は０.０４％)
　※ 10月7日に賞与の改定を先行して勧告。10月28日
　　に月例給は改定しないことを報告。

　　〃
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4   人事院の機構図（令和４年度末）
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５ 人事院沖縄事務所の組織及び事務分掌 

令和４年４月１日現在 

 

 

・事務所の内部管理に関する事務 

・こころの健康相談室、こころの健康にかかる 

職場復帰相談室の事務 

・職員団体制度に関する事務 

・所の所掌事務で他の所掌に属さないもの 

 

 

 

 

 

・服務、懲戒制度に関する事務 

・勤務時間・休暇制度及び調査に関する事務 

・セクシュアル・ハラスメント及び妊娠、出産、

育児又は介護に関するハラスメントの防止に

関する事務 

・健康管理・安全管理制度及び監査に関する事務

（こころの健康相談室、こころの健康にかかる

職場復帰相談室の事務を除く） 

・研修その他能率に関する事務 

 

 

 

・任免及び分限制度に関する事務 

・選考採用の審査等に関する事務 

・任用状況調査に関する事務 

・採用候補者名簿の管理等の事務 

・採用候補者の採用促進に関する事務 

・採用試験の実施及び採用手続きに関する事務 

 

 

 

 

・給与関係法令の実施に関する事務 

・給与簿の検査に関する事務 

・高齢社会に対応する人事行政等に関する事務 

・不服申立ての受付等公平審理に関する事務 

・苦情相談等に関する事務 

 

 

主 査 

（総 務） 

主 査 

（職員・研修） 

主 査 

（任用・試験） 

主 査 

（給与・公平） 

総 務 課 長 

調 査 課 長 

所  長 
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